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葉市の居住者は11月に退職，健保の熱海市居住者は住所

地に近い保養所勤務者である。このほか，交代勤務制の

ため遠隔地かちの通勤がなんとか可能な場合や帰郷療養

表8他の県における住所地

　中という特殊な場合もあるが，いずれも数としては計上

　している。＜別表省略＞

９ 消防,水道,交通局職員の住所地分布

表９　住所地集計比較

これら３局の7,993名＜消防局2,197名，水道局2,491名，

交通局3,259名，昭和48年10月１日現在＞という数字は，

本市全職員数＜約２万５千名＞の30%に相当する。市民

生活への業務上の影響力はいづれも大きい。

消防吏員の市内居住者は79％.中区が最少

住所地は周辺区に多く，中，港北区に少ない。前述の

「危険エネルギー」＜昭和45年12月＞の数値と比べると

市外居住への傾きが若干認められる＜市内居住率80.9％

→79.3％＞。この市内居住者の比率は，区職員の率

＜79.4％＞と殆んど同じである。＜表9，10＞

市外では，大和方面に居住者が多い

横須賀82，相模原53，川崎51，厚木47，藤沢26,大和

25,海老名22,座間市19名の順。

　水道局職員の市内居住者は80%,水道施設所在地に多

　く，旭，保土ヶ谷の両区で３割に近い

｀住所地は昭和48年分給与支払報告書集計表＜労務課＞を

若干修正したのを集計＜退職者を含む＞した。市内，市

外の比率は今回の調査のうち，区役所職員の結果と類似

している。

＜注＞①婦人消防吏員28名を含む

　　　②一般事務職員等は除く

　　　③消防吏員居住区調査＜消防局調＞から

水道局職員の住所地の特徴は，水道施設との関係が特に

強く，市内では古くからある西谷浄水場の周辺の保土ヶ

谷区＜336名＞，旭区＜358名＞の居住者が全体の30％に

近い。

市外では相模原市が断然１位

沈澱地のある相模原市が96名で，市外２位の横須賀市の

昭和48.12.1現在表10　消防吏員の住所地



65名をしのいでおり，以下，大和53.川崎47,藤沢市31

名と続く。特徴的なものでは青山水源池の津久井町に

28,城山町14水源林事務所のある山梨県道志村の8名が

ある。現地に住んで近く施設に勤めている者もいる一

方，施設周辺の遠隔地から市内への通勤者も少くないと

のことである。＜表11,12＞

表11　住所地集計比較

表12　水道局職員の住所地

＜注＞　水道局職員総数には，48年中の退職者を含む

　　　　　　　　　　　　　　　昭和49.1.1現在

＜注＞①女子を含む

　　　②昭和48年分給与支払報告書集計表＜水道局

　　　　調＞から

　　　③昭和49 1.1現在職員数2,489名，うち女子

　　　　は101名

交通局職員の市内居住者は88％と高率，最多居住区は磯　　表13　住所地集計比較

子区

交通局の場合も水道局と同様，給与支払報告書集計表を

基に担当者が修正したのを，集計した。環境事業局は今

回の調査では局では交通局に次ぐ市内居住率なので，こ

れと対比してみた。

職員数が３千人以上の局だが，比率が非常に高い。これ

は職務上，早朝や深夜に近い勤務があるため，また，よ

り正確な通勤時間を必要とするため，職場と住所は近距

離が望ましく，従って市内居住者が多いのであろう。

最高は磯子区＜17 .1％＞で，次の港南区＜8.7％＞を圧

表14　交通局職員の住所地

＜注＞　交通局職員総数には，48年中の退職者を含む

倒的に引き離している。最低は港北区＜２２％＞。市外

では川崎101 ，横須賀75,大和34,藤沢27，相模原市24

名の順である。＜表13, 14＞

昭和49.1.1現在

＜注＞①女子を含む

　　　②昭和48年分給与支給報告書集計表＜交通局

　　　　調＞から

　　　③昭和49 1 1現在職員数3,277名，うち女子

　　　　は166名
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1０ あとがき

住所や居所については，憲法第22条に「何人も，公共の

福祉に反しない限り，居住，移転…の自由を有する。」

と規定され，これは「近代において人間が土地から解放

されるとともに，この自由を強調した。」＜「日本憲法」

宮沢俊義＞とされているが，今日では，大衆は“解放さ

れっぱなし”で，過密とインフレの大都市では，住宅の

ように物的な面でも，また精神的な面でも何かにつけて

根なし草のようになってしまっている。安住の地という

のは，今や人間の妄想かもしれない。

自治体職員は，都市間の交流もないため，全国的組織を

もつ企業のように，横浜から九州に転勤させられたとい

うようなことはなく，職場も市外にある水道局の施設へ

の勤務のような特例を除いて，市内に限られているか

ら，勤務場所を原因とする転居は少ないと思われる。し

かし，今日では，住宅と生活環境を求めて郊外区や，さ

らに市外周辺部への転出などは職員にとっても例外では

ない。職員が２万を越える本市では，種々の理由による

住所変更も多いといえる。

この調査の結果から，市職員の８割が横浜市民であるこ

とが確認された。冒頭にも述べたように，行政＜職員＞

と地域の結びつきを考えるうえで，この数字は何んらか

の意味を提示しているといえまいか。

＜今回の調べでは，特に人事課の長野啓子氏にご援助を

いただいた。また，一部の所属にも照会したり協力を得

たが，実際と違った数字や記述もあると思われるので，

ご指摘いただければ幸いです。なお，この調査レポート

は既述のように昨年末時点でのまとめであり，その概要

は市内報No. 132 ＜12月１日＞に掲載された。その後の

時期の経過はあるが，傾向はつかめるので資料として本

季報に収録した。＞

＜都市科学研究室＞
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昭和48年10月１日現在別表１　横浜市職員の住所地＜市内，市外＞

＜注＞①　総務局人事部人事課の職員台帳から都市科学研究室が調査，集計した。ただし，昭和48年10月１日以前の

　　　　採用者で書類経由中のため人事課未着のものは一部除外した。

　　　②　消防・水道・交通局は資料を本文中に別掲。

　　　③〈　〉は女子で，内数を示す。

　　　④　行政委員会は事務局職員に限った。
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